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四日市市条例第８号 

四日市市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例  

第１条 四日市市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２７年四日市市条

例第９号）の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

（給与に関する特例） （給与に関する特例） 

第７条 第２条第１項の規定により任期

を定めて採用された職員（企業職員（地

方公営企業等の労働関係に関する法律

（昭和２７年法律第２８９号）第３条第

４号に規定する職員のうち地方公営企

業に勤務する者をいう。以下同じ。）を

除く。以下「特定任期付職員」という。）

には、次の給料表を適用する。 

第７条 第２条第１項の規定により任期

を定めて採用された職員（企業職員（地

方公営企業等の労働関係に関する法律

（昭和２７年法律第２８９号）第３条第

４号に規定する職員のうち地方公営企

業に勤務する者をいう。以下同じ。）を

除く。以下「特定任期付職員」という。）

には、次の給料表を適用する。 

号給 給料月額（円） 

１ ３７１，０００ 

２ ４１９，０００ 

３ ４７１，０００ 

４ ５３２，０００ 

５ ６０７，０００ 

６ ７０９，０００ 

７ ８２９，０００ 
 

号給 給料月額（円） 

１ ３７７，０００ 

２ ４２６，０００ 

３ ４７９，０００ 

４ ５４２，０００ 

５ ６１８，０００ 

６ ７２２，０００ 

７ ８４５，０００ 
 

２から５まで （略） ２から５まで （略） 

  



（特定任期付職員の給与条例の適用除

外等） 

（特定任期付職員の給与条例の適用除

外等） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第

５３条の３及び第６０条の２第２項の

規定の適用については、給与条例第５３

条の３中「管理監督の職にあるものが」

とあるのは「管理監督の職にあるもの及

び任期付条例第２条第１項の規定によ

り任期を定めて採用された職員が」と、

給与条例第６０条の２第２項中「１００

分の１２２．５」とあるのは「１００分

の１５５」と、「１００分の１３７．５」

とあるのは「１００分の１６０」とする。 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第

５３条の３及び第６０条の２第２項の

規定の適用については、給与条例第５３

条の３中「管理監督の職にあるものが」

とあるのは「管理監督の職にあるもの及

び任期付条例第２条第１項の規定によ

り任期を定めて採用された職員が」と、

給与条例第６０条の２第２項中「１００

分の１２２．５」及び「１００分の１３

７．５」とあるのはいずれも「１００分

の１５５」とする。 

 

第２条 四日市市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を次のように改正

する。 

 

改正後 改正前 

（趣旨）  （趣旨）  

第１条 この条例は、地方公共団体の一般

職の任期付職員の採用に関する法律（平

成１４年法律第４８号。以下「法」とい

う。）第３条第１項及び第２項、第４条、

第５条、第６条第２項並びに第７条第１

項及び第２項、地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第２４条第５項並び

に地方公営企業法（昭和２７年法律第２

９２号）第３８条第４項の規定に基づ

き、職員の任期を定めた採用及び任期を

定めて採用された職員の給与の特例に

第１条 この条例は、地方公共団体の一般

職の任期付職員の採用に関する法律（平

成１４年法律第４８号。以下「法」とい

う。）第３条第１項及び第２項、第４条、

第５条、第６条第２項並びに第７条第１

項及び第２項、地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第２４条第６項並び

に地方公営企業法（昭和２７年法律第２

９２号）第３８条第４項の規定に基づ

き、職員の任期を定めた採用及び任期を

定めて採用された職員の給与の特例に



関し必要な事項を定めるものとする。  関し必要な事項を定めるものとする。  

  

（給与に関する特例） （給与に関する特例） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２ 任命権者は、特定任期付職員の号給

を、その者の専門的な知識経験又は識見

の度並びにその者が従事する業務の困

難及び重要の度に応じて決定するもの

とし、その決定の基準となるべき標準的

な場合は、次の各号に掲げる前項の給料

表の号給に応じ、当該各号に定めるとお

りとする。 

２ 任命権者は、特定任期付職員の号給

を、その者が従事する業務に応じて規則

で定める基準に従い決定する。 

(1) １号給 高度の専門的な知識経験

を有する者がその知識経験を活用し

て業務に従事する場合  

 

(2) ２号給 高度の専門的な知識経験

を有する者がその知識経験を活用し

て困難な業務に従事する場合 

 

(3) ３号給 高度の専門的な知識経験

を有する者がその知識経験を活用し

て特に困難な業務に従事する場合 

 

(4) ４号給 特に高度の専門的な知識

経験を有する者がその知識経験を活

用して特に困難な業務に従事する場

合 

 

(5) ５号給 特に高度の専門的な知識

経験を有する者がその知識経験を活

用して特に困難な業務で重要なもの

に従事する場合 

 

(6) ６号給 極めて高度の専門的な知

識経験又は優れた識見を有する者が

その知識経験等を活用して特に困難

 



な業務で重要なものに従事する場合 

(7) ７号給 極めて高度の専門的な知

識経験又は優れた識見を有する者が

その知識経験等を活用して特に困難

な業務で特に重要なものに従事する

場合 

 

３から５まで （略） ３から５まで （略） 

  

（特定任期付職員の給与条例の適用除

外等） 

（特定任期付職員の給与条例の適用除

外等） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第

５３条の３及び第６０条の２第２項の

規定の適用については、給与条例第５３

条の３中「管理監督の職にあるものが」

とあるのは「管理監督の職にあるもの及

び任期付条例第２条第１項の規定によ

り任期を定めて採用された職員が」と、

給与条例第６０条の２第２項中「１００

分の１２２．５」及び「１００分の１３

７．５」とあるのはいずれも「１００分

の１５７．５」とする。 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第

５３条の３及び第６０条の２第２項の

規定の適用については、給与条例第５３

条の３中「管理監督の職にあるものが」

とあるのは「管理監督の職にあるもの及

び任期付条例第２条第１項の規定によ

り任期を定めて採用された職員が」と、

給与条例第６０条の２第２項中「１００

分の１２２．５」とあるのは「１００分

の１５５」と、「１００分の１３７．５」

とあるのは「１００分の１６０」とする。 

 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成２８年４月

１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の四日市市一般職の任期付職員の採用等に関する条例

（以下「改正後の条例」という。）第７条の規定は、平成２７年４月１日から適用

し、改正後の条例第８条の規定は、平成２７年１２月１日から適用する。 

（給与の内払） 

３ 改正後の条例の規定を適用する場合においては、第１条の規定による改正前の四



日市市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の規定に基づいて支給された期末

手当は、改正後の条例の規定による期末手当の内払とみなす。 

（総務部人事課） 


